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2025 年 5 月 

フェアコンサルティンググループは、世界 19 カ国/地域・34 のグローバル拠点を、提携ではなくフェアコンサルティングの

直営拠点として展開しています。そのうち、東南アジア・インド・オセアニア各国の情報を本ニュースレターにてお届けします。

現地の情報収集目的などにご活用ください。 

今月の掲載国は、以下のとおりです。（五十音順。国名をクリックすれば該当ページへ飛びます。） 

インド、インドネシア、オーストラリア、シンガポール、タイ、ニュージーランド、フィリピン、ベトナム、マレーシア 

 
 

 インド 

インドにおける配当課税について 

インドには 2020 年まで配当分配税という珍しい税制がありました。配当を行うインド企業がインド税務当局に 15％

の税率で納税するという制度です。こちらは日印租税条約の対象ではなく、実質二重課税となっていたため配当を実施

する日系企業は多くありませんでしたが、2020 年に廃止となり、配当で投下資本の回収を図る日系企業が増えてきま

した。日系企業の場合、配当は日本の親会社に対して行われますので日印租税条約が適用可能となり源泉所得税

として処理されます。 

今回はインド所得税法における配当についてご紹介いたします。 

 

●配当の定義 

配当は以下のように定義されています。1.は配当金を指し、また、2.～5.は見做し配当金を指しますが、Tax 

Prospects では配当金と見做し配当金は同じ意味合いと扱いになっています。 

1. 会社が株主に対して現金または現物（株式配当、資産等）で行う利益の分配 

2. 清算時の利益剰余金の範囲内での分配 

3. 減資の際の分配 

4. 第 115QA 条の対象とならない会社による自己株式の買戻しに関する分配 

5. 非公開会社が 10％以上の株式を保有する株主（またはその関係者）に対して利益剰余金から貸付または 

前払金があった場合はみなし配当として扱われる 

 

●配当所得の税率 

配当所得にかかる税金は以下のように課税されます。 

1. 個人・HUF 納税者:配当所得は個人の総所得に加算され個人に適用される税率にて課税される 

2. NRI（個人・法人）:配当所得に対する税率は一律 20%（加えて適用されるサーチャージ及びセス）だが 

税率はインドと NRI の居住国との間の DTAA（二重課税防止協定）によって異なる 

3. 国内企業:配当所得は適用される法人税率にて課税される 
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●配当所得に対する TDS（源泉徴収税） 

配当金が株主の手元で課税されるようになったため、現在では以下のように源泉徴収の仕組みが設けられています。 

1. TDS 税率:居住者個人の配当所得に対する TDS 税率は、配当金額が 1 課税年度で 5,000 ルピーを超

える場合は 10%となる 

2. NRI:TDS は 20%に加え適用されるサーチャージ及びセスが加算される。税率は DTAA（二重課税防止協 

定）により異なる 

3. 特定の場合の TDS 免除: 証券取引所に上場している会社の株式に対して配当が支払われ、かつ、取引が 

STT（証券取引税）の対象となる場合には TDS（源泉徴収税）対象外となる。さらに所得が配当収入を 

含め 25 万ルピー未満の場合には課税されない 

 

●免除、及び、軽減措置 

配当所得は現在課税対象となりますが、株式や投資信託から配当を得ている者には以下のような軽減措置がある 

1. 配当金が 5,000 ルピーまでの場合: 年間の配当所得が 5,000 ルピーまでであれば源泉徴収税は控除され 

ない 

2. DTAA のメリット: NRI は DTAA に基づくメリットを受けることができ通常の 20%よりも低い源泉徴収税率を適

用できることがある 

3. 2020 年 4 月 1 日以降、法人間の配当は課税免除となり控除として申告することができる 

 

●Section 80M 

所得税法の Section 80M では過去のいずれかの年度に他の国内企業から配当を受け取った国内企業に対し

て控除を認めています。控除可能な金額は会社が申告期限前に配当した金額に限られます。この控除は税制の

種類に関係なく全ての国内企業が利用できるものです。さらに配当所得の控除範囲が持株会社と子会社の関係

に限らず全ての国内企業に拡大され配当所得の二重課税の問題が緩和されました。 

 

●見做し配当 

見做し配当は、非上場会社において重要な持分を持つ株主や法人が受取るものです。会社が議決権の少なく

とも 10％保有する株主に対して貸付金や前払金を支払った場合、受取った株主は見做し配当額に対して課税さ

れる場合があります。所得税法で正式な配当の分配がなくとも特定の取引が税務上配当と見做されるケースについ

て以下のように定められています。 
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非公開会社が次のような相手に対して貸付金、前払金を提供する場合には配当と見做される。 

a. 会社の議決権を 10％以上持つ株主のいずれか、または 

b. 当該株主が実質的に関与している関係会社、または  

c. 当該株主の個人的な利益の為、または 

d. 会社に利益剰余金がある範囲でそのような株主に代わり行われる支払い 

 

●見做し配当に関する例外 

以下に定める状況下での支払いは見做し配当とは見做さないとされています。 

a. 貸金業を営む会社が通常の事業過程の一環として行った貸付金 

b. 株主への貸付金において、その後分配された配当と相殺されたもの 

 

●配当所得の申告方法 

配当金は以下のように申告する必要があります。 

1. 配当所得を含める: 「その他の所得」の項目で申告する。 

2. Claim TDS: 配当所得から TDS が控除されている場合はその金額を申告書に必ず申告する。これは 

TDS の詳細が記載されている Form 26 AS にて確認できる。 

以上 

Fair Consulting India Pvt. Ltd. 

Unit No.138, 139 & 140 , 1st Floor, JMD Mega Polis, Sector 48, Sohna Road, Gurgaon, 

Haryana 122-002 INDIA  

Tel:+91 124 410 2637 

岩瀬 雄一（日本国公認会計士）y.iwase@faircongrp.com  
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 インドネシア 

１. 経済・社会ニュース 

【2026 年成⾧率 5.8％目標、構造改革で持続性強化】 

インドネシア政府は、2026 年の経済成⾧率を 5.2％から 5.8％の範囲に設定した。この目標は、2026 年度マク

ロ経済の基本枠組および財政政策の基本方針（KEM-PPKF）に明記されており、5 月 20 日にスリ・ムルヤニ財務

大臣が国会本会議にて説明したものである。物価の安定、国民の購買力の維持、雇用機会の創出を通じて、経済成

⾧の主軸である家計消費の強化を図る方針である。一方、世界的な不確実性の高まりを踏まえ、同大臣は成⾧の持

続に向けて、資源の下流工程化、人材育成、投資環境の改善など、経済構造の改革を一層推進する必要性を強

調した。こうした中⾧期的な成⾧基盤を確立することで、将来的には経済成⾧率 8％の達成を目指し、インドネシア先

進国ビジョン「インドネシア・マジュ 2045」の実現に向けた歩みを加速させるとしている。 

 

【インドネシア、鉄鋼製品に対する SNI 適合義務を強化──2026 年 5 月施行へ】 

インドネシア工業省は、2025 年の規則第 22 号・第 23 号・第 24 号を公布し、熱間圧延鋼板、冷間圧延鋼板、

亜鉛めっき鋼板、アルミ亜鉛合金めっき鋼板、着色鋼板等を含む各種鋼材製品に対して、2026年5月20日以降、

インドネシア国家規格（SNI）への全面的な適合を義務付けた。当該改正は、従来の規制範囲を拡大し、これまで

対象外であった鋼材種別を新たに包含するとともに、品質管理体制の厳格化および認証手続の高度化を図るもので

ある。既存の SNI 認証は有効とされるが、施行期限までに新基準への適合が求められ、期限前に製造または輸入さ

れた認証済製品については、最終消費に至るまでの流通が認められる。また、外国製造業者に対しては、ISO 認証の

取得、ブランドの保有、登録済の生産設備を有するなど、より厳格な要件の下で、インドネシア国内の公式代理人を通

じて認証申請を行うことが認められている。本改革は、製品品質の高度化、国内産業の保護強化、ならびに鉄鋼分

野における規制整合性の確保を意図するものである。 

【従業員文書の不当保管を禁止―インドネシア労働省が通達発出】 

2025 年 5 月 20 日、インドネシアのヤシエルリ労働大臣は、企業による労働者の卒業証書や個人文書の不当な

保管を原則禁止とする通達第 M/5/HK.04.00/V/2025 号を発出した。本通達は、従業員の文書を担保として保

管する慣行に対する苦情が相次いで寄せられている状況を受けたものである。主な内容として、①雇用契約の条件とし

て文書の提出や保管を求めることの禁止、②労働者がより良い職を得ることを妨げる行為の禁止、③労働契約書に記

載された文書提出条項への注意喚起、④企業による教育・訓練費用の負担に基づく例外的な文書保管の条件明示

（原本の保全義務および紛失・損傷時の補償責任を含む）等が挙げられる。本通達は、企業及び労働者双方に対

して文書の取り扱いに関する啓発・監督を促すものである。 
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 オーストラリア  

1. 2025–26 年度財務報告及び監査に関する重点監視項目（ASIC） 

オーストラリア証券投資委員会（ASIC:Australian Securities and Investments Commission）は

2025 年 5 月 19 日、2025-26 年度の財務報告及び監査に関する重点監視項目（Financial reporting and 

audit focus areas for FY 2025-26）を発表しました。本発表のポイントは以下の通りです。 

 

① 財務報告に関する重点監視項目 

引き続き、以下の項目を含む財務報告作成者における重要な判断が求められる分野に重点的に取り組む。 

 収益認識（Revenue recognition） 

 資産の評価（Asset valuation） 

 引当金の見積（Estimation of provisions） 

② 監査に関する重点監視項目（監査人が実施した監査について、適切な監査が実施されているかの ASIC の審

査） 

 ASIC は（監査人が実施した）監査ファイルについての審査件数を増加させる。 

 財務情報または財務報告書の内容に変更があった場合や財務報告書に重大な虚偽表示リスクがあると懸

念される場合に、引き続き ASIC の審査対象とする。 

③ サステナビリティ報告基準 

 2025 年 1 月 1 日以降開始する事業年度から、特定の条件を充たす企業に対して気候関連情報開示

（AASB S2 Climate-related disclosures）が求められる。 

 企業は、これらの新しい開示要件に対応するための準備が必要となる。 

 

PT FAIR CONSULTING INDONESIA 

16th Floor MidPlaza 1 Jl. Jend Sudirman Kav 10-11 Jakarta 10220 Indonesia 

TEL:+62 21 570 6215  

加藤 寛（日本国公認会計士）hi.kato@faircongrp.com 

Pahala Alexandra Lumbantoruan（Alex、コンサルタント）alexandra@faircongrp.com 

                                     YouTube で動画公開しています。 

https://youtu.be/ZnNuGrKXb4U 

https://youtu.be/cIMdKlolMSI 
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④ 監査人の利益相反に関する監視 

 ASIC は、会社法（Corporations Act 2001）に基づく監査人の独立性及び利益相反に関する義務の

遵守状況に焦点を当てた、積極的かつ大規模な監視を進めている。 

 ASIC は監査人に対し、独立性及び利益相反に関する義務の不遵守を自ら特定し、自主的に報告すること

を推奨している。 

 

※ 当ニュースレターの内容に関してアドバイスなど必要でしたら、お気軽にお問い合わせください。 

 

                                                                  以上 

 

 

 シンガポール 

はじめに 

日本においても、電子インボイス（デジタルインボイス）については、適格請求書を電子データ化するインボイス制度

の適用が開始されています。適格請求書を電子データでやり取りすることで、業務の効率化やコスト削減が期待されま

す。シンガポールでも、税務コンプライアンス強化の取り組みとして、電子インボイスの仕組みの導入が検討されています。 

 

1. InvoiceNow の概要 

シンガポールにおける電子インボイスの仕組みは、InvoiceNowと称され、「Peppol」と呼ばれる国際標準規格に基

づく電子インボイスのデジタルネットワークになります。InvoiceNowを利用することで、企業は構造化されたデジタル形

式での請求書データの送受信が可能となり、紙の請求書の発行や保管にかかる手間が省け、電子データでやり取りす

ることで、データ入力ミスや改ざんのリスクを低減することが期待されています。 

 

Fair Consulting Australia Pty Ltd. 

Level 31, 120 Collins Street, Melbourne VIC 3000 Australia 

Tel:+61 3 9225 5013 

讃岐 修治（豪州公認会計士）sh.sanuki@faircongrp.com 

鳥居 裕司（日本国公認会計士/米国公認会計士/豪州・ニュージーランド国勅許会計士） 

hi.torii@faircongrp.com 

YouTube で動画公開しています 

https://youtu.be/7ORNm--fGSc 
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2. InvoiceNowの段階的な導入 

IRASはGST登録企業に対して、電子インボイスデータをIRASに直接送信するInvoiceNowの段階的な導入を義

務付けています。GST登録企業が十分な準備期間を確保できるよう、InvoiceNowは、次のように導入が予定されて

います。 

 2025年5月1日以降、早期導入のための試験的導入により、既存のすべてのGST登録企業は、InvoiceNow

ネットワークを介して、IRASにインボイスデータを任意で自主的に送信できるようになります。 

 2025年11月1日以降、 GST に自主的に登録する新規設立企業（GST 登録の申請を提出してから6ヶ月

以内に設立された会社）が対象になります。 

 2026年4月1日以降、設立日や事業形態に関係なく、すべての自主的なGST登録企業が対象になります。 

 

3. IRASへの提出（送信）データの概要 

InvoiceNowを使用する企業は、以下の種類の取引に関するインボイスデータをIRASに提出する必要があります。 

 標準税率供給（リバースチャージ供給を除く） 

 ゼロ税率供給 

 標準税率仕入で、仕入税額控除を申告する、または申告する予定のもの（リバースチャージ仕入を除く） 

また、インボイスデータは、次のいずれかの早い時点でIRASに提出する必要があります。 

 関連するGST申告書の提出日 

 関連するGST申告書の提出期限 

 

InvoiceNowの導入後も引き続き、IRASはGST登録企業が従前通りに、定められた期限内にGST申告書を作

成・提出することを想定しているようです。また2025年5月以降に、任意適用でインボイスデータをInvoiceNowにて

IRASに提出することを希望する企業は、早期に準備を開始する必要があります。 

以上 

 

Fair Consulting Singapore Pte. Ltd. 

8 Temasek Boulevard #35-02A Suntec Tower Three, Singapore 

TEL:+ 65 6338 3180 

道中 泰雄（日本国公認会計士/公認内部監査人）ya.michinaka@faircongrp.com 

伊藤 潤哉（日本国公認会計士）ju.ito@faircongrp.com 

YouTube で動画公開しています 

                          https://youtu.be/T3Jp3zIdM80  
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 タイ  

【タイ人高度人材の帰国促進のための減税措置】 

タイ政府は、海外で実績を積んだタイ人の高度人材を国内に呼び戻し、経済成⾧や重要産業の発展を後押しする

ため、2025 年 3 月 24 日付で勅令 793 号を公布しました。この勅令により、対象者の個人所得税の最高税率が現

行の 35％から 17％に軽減されます。また、雇用主である企業は、該当する人材に支払った給与の 50%追加的控除

が与えられることとなります。この減税措置は、2025 年 3 月 25 日から 2029 年 12 月 31 日までの期間に適用され

ます。 

 

対象となる海外在住のタイ人の条件は、下記の通りとなります。 

 タイ国籍を有すること。 

 学士号以上の学位を取得していること。 

 タイ国外で 2 年以上の職務経験があること。 

 2025 年 12 月 31 日までに BOI 投資奨励企業等の対象企業に雇用され、タイでの勤務を開始すること。 

 適用初年度にタイでの勤務経験がなく、過去 2 年間にタイに 180 日以上滞在していないこと。 

 適用年度にタイ国内に 180 日以上滞在すること（初年度および最終年度を除く）。 

 タイ歳入局が定めるその他要件を満たすこと。 

 

なお、雇用主が対象従業員の人件費に対して法人税追加控除を行う場合、対象従業員に関する情報を初回給

与支給日前に税務局へ事前申請する必要があります。また、当該給与関連費用が他の免税措置で使用されていな

い事が条件となります。 

 

本勅令により、タイ企業はより優秀な人材を確保しやすくなり、人件費の軽減も図れることとなります。 

 

タイ国官報勅令第 793 号 

https://www.rd.go.th/fileadmin/user_upload/kormor/newlaw/dc793.pdf 

以上 

Fair Consulting (Thailand) Co., Ltd. 

18th Floor, 29 Bangkok Business Center, Soi Sukhumvit 63 (Ekkamai), Sukhumvit Road, 

Klongton Nuae, Wattana, Bangkok, 10110 Thailand 

Tel:+ 66 2 726 9772 

大谷 祐輔（日本国公認会計士）yu.otani@faircongrp.com 

山本 有里子（コンサルタント）yu.yamamoto@faircongrp.com 

中島 弘貴（日本国公認会計士）hi.nakajima@faircongrp.com 
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 ニュージーランド 

ニュージーランドの税務調査について 

ニュージーランドの税務調査は、Inland Revenue Department（IRD）が納税者の税務申告内容を確認し、

正確性や完全性を検証するプロセスです。 

 

主な調査対象 

以下のようなケースは調査対象となる可能性が高い傾向があります。 

 異常な損益の変動（急激な赤字転落など）があるケース 

 業種平均と比べて異常に高い/低い利益率のケース 

 GST 還付の請求が頻繁または高額なケース 

 国際取引（親子ローンや経営指導料などを含む関連者間取引、税法上の居住国検討が求められるケース

など） 

 

参照資料: 

IR297 Inland Revenue audits ガイド 

IR375 GST ガイド 

IR1253 Multinational Enterprises Compliance Focus 

 

調査の種類 

1. 机上調査 

 特定の取引や申告項目について文書ベースで確認 

 IRD から手紙・電話・メールで問い合わせあり 

 比較的簡易な確認 

 

2. 実地調査 

 担当官が企業や事務所を訪問 

 会計帳簿、領収書、契約書などの現物確認 

 より詳細で⾧期間かかる場合がある 

 

税務調査の進行と対応の流れ 

1. 調査通知（Notification） 

IRD から正式な書面で調査開始の連絡。 

通常、IRDポータル（myIR）に通知書が届きます。その場合、通知書はPDF形式でダウンロードできます。

通知書に調査の範囲、対象税目、期間が記載されています。 
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2. 情報提供要求 

会計帳簿、税務申告書、契約書などの提出指示。通常 10～20 営業日以内の提出期限が設定されます。 

3. IRD 担当官からの連絡と初期面談の調整 

担当者より初回面談の調整連絡があります。面談では業務の概要や会計処理の方針、税務上の対応状況

を確認されます。 

4. インタビューの実施と記録の確認 

経営陣または税務責任者に対して、業務運営と税務実務に関するヒアリングが実施され、必要な記録をレ

ビューします。 

5. 詳細調査 

会計システムや元帳の精査、場合によっては関係者（従業員、銀行、取引先等）への照会を行います。 

6. 差異の指摘と協議 

差異がある場合は、修正申告に向けた合意形成が行われます。 

7. 異議申立ての対応（必要に応じて） 

合意に至らない場合、異議申し立てプロセスへ移行します。 

8. 最終監査報告書の発行 

調査完了後は調整結果の有無に関わらず、税務調査結果のレターが発行されます。 

 

提出が求められる書類例 

法人税・GST が調査対象の場合、以下のような資料の提出が求められる可能性があります。 

 財務諸表（対象期間のもの） 

 固定資産台帳および減価償却明細 

 税務調整明細書（含:GST 調整） 

 所得申告書の基礎資料および会計帳簿（仕訳帳、総勘定元帳、試算表など） 

 詳細な GST ワーキングペーパー 

提出方法は、メール、郵送、または IRD ポータル（myIR）へのアップロードが案内されます。 

 

税務調査の留意点 

税務調査における留意点として、以下をご参照ください。 

 調査通知受領後に顧問税理士と相談し、IRD に対する窓口を一元化すること。 

 IRD 担当官からの質問対応時は曖昧な回答は避けること、また、対応内容の記録を残すこと。 

 IRD との交渉時は事実と法的根拠に基づく冷静な説明を行うこと。 

 

また、会計資料は 7 年間保管義務があります。資料はフォルダ分け・名前付けを明確に行うことで適時適切な資料

を IRD に提出できるように管理することが重要です。 

将来の対策として税務レビュー（タックスヘルスチェック）を定期的に実施することも効果的です。 
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 フィリピン 

1. PEZA 関連手続きが全面デジタル化へ 

フィリピン経済区庁（PEZA）は「Memorandum Circular No. 2025-021」を発出し、デジタル手続き基盤 

PEZA The One Portal System（PTOPS）の第 1 モジュールである Business Enterprise Management 

System（BERMS）–Phase 1 を正式に稼働させたと通知した。本通達の目的は、輸出製造業・IT-BPM・ELSE

など全エコゾーン企業の新規登録、更新、LOA の発行、拡張申請などの手続きをオンラインに一本化し、従来の紙で

の提出や窓口の往復といったことを排除することで、審査効率と透明性を高める点にある。 

 
2. 付加価値税還付請求に関する簡素化された手続きとガイドラインの公表 

内国歳入庁 (BIR: Bureau of Internal Revenue)は 2025 年 4 月 10 日に、歳入覚書回状 (RMC: 

Revenue Memorandum Circular) No.37-2025 を公表した。これは、1997 年改正国家内国歳入法典

（NIRC）第 112 条に基づく付加価値税(VATː Value added tax)の還付請求手続きが変更されたことを公表す

るものである。主なポイントは以下の通り。 

 処理期間: VAT 還付請求の処理および承認された還付金の支払いまでの期間は、請求書または公式領

収書(OR)およびその他の補足書類の認証済み写しの提出日から起算して 90 日以内とされている。 

 申請場所: 未利用の仕入税額控除を VAT ゼロレート売上に帰属させて還付を申請する納税者は、BIR

の VAT クレジット監査部（VCAD）に「VAT クレジット／還付請求申請書」（BIR Form 1914）を提出

する必要がある。 

 対象となる VAT ゼロレート売上: 

 商品の直接輸出販売（総売上に占める輸出販売の割合に関係なく） 

 サービスの直接輸出販売（同上） 

 国際海運または国際航空運送業に従事する者への商品の販売 

 国際海運または国際航空運送業に従事する者へのサービスの提供 

 フィリピンから外国への国内航空または海上船舶による旅客および貨物の輸送 

Fair Consulting New Zealand Limited 

Level 7, 50 Albert Street, Auckland Central, Auckland 1010, New Zealand 

Web:https://www.faircongrp.com/ 

藤原 裕美（豪州公認会計士）hi.fujiwara@faircongrp.com 

YouTube で動画公開しています 

 https://youtu.be/3zTNAi5q29s 
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 申請手続き: VAT 還付請求は必要書類を手動で提出し、提出された書類の網羅性を担保する必要があり、

必要書類が網羅的でない申請は正式に受理および処理されない。 

 また、2025 年 4 月 1 日以降の期間を対象とする VAT 還付請求に関して、以下の規定が追加された。 

 前課税年度に 70％の輸出販売比率を達成した EOE が、翌年にフィリピン国内の仕入先から VAT が課された

商品を購入した場合、たとえ貿易産業省の輸出マーケティング局（EMB）から VAT ゼロレート証明書を取得

していても、その VAT の還付は認められない。 このような場合、輸出業者は仕入先と協議して VAT の払い戻

しを求めるか、取引を 12％の VAT からゼロ税率に変更することになる。 

 EMB は、EOE の国内購入に対する VAT ゼロレートおよび輸入品に対する VAT 免除の申請を受け付け、適

格な納税者の直接輸出販売を証明する。 BIR は、EMB が発行した証明書に基づいて納税者の輸出販売を

検証する。 

 前課税年度に 70％の輸出販売比率を達成した EOE が EMB の証明書を取得できなかった場合、翌年の

VAT 還付は認められない。ただし、未利用の Input VAT は、次の課税四半期に繰り越して将来の VAT 納税

額と相殺することができる。 

 前年度に 70％の輸出販売比率を達成できなかった EOE が、翌年のゼロレート売上に帰属する国内購入の仕

入税額控除の還付を請求する場合、前年度の輸出販売比率が 70％未満であることを明確に記載した EMB

からの通知のコピーを提出する必要がある。 これにより、翌年の国内購入に対する VAT ゼロレートの適用資格

がないことが証明され、12％の VAT が適用されることになる。 

 歳入規則 No.9-2025 号の対象となる登録事業企業（RBE）から購入した納税者は、RBE 販売者からの

購入に対する VAT が支払われるまで、仕入 VAT の還付を請求することができない。 

 必要書類: RBE の国内購入者は、RBE が発行した国内販売に対する VAT 金額を示す Sales Invoice、

および該当する場合は適切に提出された BIR Form 1600VT または BIR Form 0605 のコピーを提出する

必要がある。 

 

3. 4 月中に発表されている会計・税務等に関する主な内容 

発行日 発行元 通達番号 内容 

4 月 7 日 BIR RMC No. 31-2025 

通常資産(Ordinary assets)として分類さ

れる不動産の売却に関して必要な税務処理

を明確にするための通達である。 

4 月 25 日 BIR RR No. 14-2025 

非居住のデジタルサービス提供者

（NRDSP）に対する付加価値税（VAT）

の適用に関する登録期限の延⾧や適用開始

日等のガイドラインである。 
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4 月 30 日 BIR RMC No.45-2025 

共同組合（cooperatives）に対する税制

優遇措置の報告義務と、それに関連する罰

則規定に関する通達である。 

 

以上 

 

 

 ベトナム  

VNeID（ベトナム電子 ID）アカウント登録について  

 

1. はじめに 

現在、各地域の公安省管轄警察署より、「VNeID（ベトナム電子 ID）」アカウントの登録を促す通知（メー

ル等）が順次送付されています。本件は、2024 年 7 月 1 日施行の政令第 69/2024/ND-CP（電子認証

および電子識別に関する政令）に基づく対応です。 

今回は、同政令に基づく組織の VNeID アカウントの概要と対応のポイントについて、簡潔に説明します。 

 

2. 対象 

ベトナムの機関、組織、国民、およびベトナム社会主義共和国の領土内で活動および/または居住する外国の

組織および個人に適用されます（2 条）。 

つまり、ベトナムの現地法人、駐在員事務所、支店などすべてが対象となると考えられます。 

 

FAIR CONSULTING GROUP PHILIPPINES, INC. 

Unit 2103, 21F, Philippine Axa Life Centre, 1286 Sen.Gil Puyat Ave. corner Tindalo St., Makati 

City, Metro Manila, Philippines 1200  

TEL:+63 2 8832 5408 

杉山 陽祐（米国公認会計士・米国税理士）yo.sugiyama@faircongrp.com 

大久保 匠悟（日本公認会計士）sho.okubo@faircongrp.com 

副嶋 香里 ka.soejima@faircongrp.com 

                                       YouTube で動画公開しています。 

                                       https://youtu.be/vB2uUlhhLDo&t 

                            https://youtu.be/eNKqYQsxCS8 

                                        https://youtu.be/JJ5eU-U6x3I 
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3. 組織の VNeID に含まれる主な情報 (6 条) 

(ア) 組織の ID 番号、社名（組織名）、設立年月日、本社住所 

(イ) 税コード、企業コード、組織の eID コード（ある場合） 

(ウ) 法定代表者の氏名と ID 番号 

 

4. 利用者（組織）のメリット 

 行政手続きのオンライン化・効率化 

o 企業情報の登録・変更、電子契約の締結など、各種行政手続きが VNeID を通じて一元的に行える

ようになり、手続きの簡素化および処理の迅速化が期待されます。 

 紙の証明書の代替として利用可能（第 9 条第 6 項） 

 電子契約や申請などにおいて、法的に有効な認証手段として機能（第 14 条第 3 項）。 

 国家データベースとの自動連携（第 8 条第 2 項） 

o 企業登記情報などが自動で連携・更新されます。 

  

5. 対応事項と登録期限 

 現在使用中のアカウント（国家公共サービスポータル等）は、2025 年 6 月 30 日まで使用可能です

（第 40 条第 4 項）。 

 2025 年 6 月 30 日までに、組織の VNeID アカウントへの移行が必要と考えられます。 

 

6. アカウント登録手続きの流れ（第 11 条、第 12 条） 

以下の 2 通りの登録方法が記載されています。 

 方法１:オンライン登録（VNeID アプリを使用したオンライン申請） 

① 法定代表者がレベル 2 の個人アカウントを取得（注） 

② アプリに組織情報を入力し、必要書類（企業登録証明書（ERC）など）をアップロード 

③ アプリまたはメールで結果が通知される（申請後、5～15 営業日） 

 方法 2:直接登録（公安省または管轄の警察署へ原本提出） 

① 紙で提出（申請書 TK02、法定代表者の身分証明書など） 

② 公安省または管轄の警察署で確認・登録処理が行われる。 

 

（注）法定代表者が外国人の場合、個人アカウント登録時に一時滞在カード（TRC）などの滞在許可証の提

示を求められる可能性があります。そのため、代表者がベトナム非居住者である場合は、注意が必要です。 
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 マレーシア  

プロフェッショナル・ビジット・パス（PVP） 

マレーシアで法人化された子会社に出向する駐在員の方は、基本的に雇用パス（以下、EP）を取得してマレーシ

アに渡航されるケースが一般的かと思いますが、今回は、マレーシアでの短期就労を希望される方に向けて、制度上定

められているプロフェッショナル・ビジット・パス（以下、PVP）についてご紹介いたします。 

 

1. PVP 申請の手続きの流れ 

① JTKSM(マレーシア人的資源省)の承認…1～4 週間 

② ESD（ビザ管理システム）への会社登録…1～2 ヶ月 

③ PVP の申請…7～14 営業日 

④ E ビザの申請…3～5 営業日 

⑤ エンドースメント手続き（マレーシア入国後）…5～7 営業日 

 

PVP はマレーシアの雇用とは関係しない短期就労用のビザであるものの、⾧期就労の場合と同様に ESD 登録や

JTKSM の承認が事前に必要な点に留意が必要です。 

なお、ESD 登録は会社単位での登録であり、EP 申請のために過去に登録済みであれば、新たに PVP 申請のため

に登録することは不要です。 

Fair Consulting Vietnam Joint Stock Company 
■Hanoi Office  
3F, Leadvisors Place, 41A Ly Thai To Str., Hoan Kiem Dist., Hanoi, Vietnam 
TEL:+ 84 24 3974 4839 
大西 智之 （日本国公認会計士）to.onishi@faircongrp.com 
■Ho Chi Minh Office  
Unit 7, 8th Floor, Riverbank Place, 3C Ton Duc Thang St, Ben Nghe Ward, District 1, Ho Chi 
Minh City, Vietnam 
TEL:+ 84 28 3910 1480 

葉山暁彦 (日本国公認会計士) ak.hayama@faircongrp.com 

山本はるか ha.yamamoto@faircongrp.com 

                           YouTube で動画公開しています。 

                          https://youtu.be/zYl7wJYao7w  
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なお、申請のスケジュールについては、実務上、各申請ごとに完了までの期間にばらつきがあるのが現状です。また、

申請の時期や担当官によって対応が異なる場合もあるため、十分な余裕をもって申請手続きを進めることが重要です。 

 

また、PVP および E ビザの申請中は、対象者がマレーシア国外に滞在している必要がある点にも留意が必要です。E

ビザの承認後、マレーシアへ入国し、その後にエンドースメント手続きを完了させる流れとなります。 

 

2. その他の留意点について 

 スポンサー企業について 

 PVP 申請においては、スポンサー企業がマレーシア法人である必要があります。申請には以下の 2 社が関与しま

す。 

 a. マレーシア企業:申請上のスポンサーとなりますが、申請者に対する給与の支払いは行いません。 

 b. マレーシア国外企業:申請者の給与は当該企業より支払われます。 

 

 DP（扶養家族ビザ）の申請不可 

 PVP ホルダーは、扶養家族（DP）の帯同申請ができませんのでご注意ください。 

 

 PVP の対象活動について 

 PVP は、以下の特定の目的・活動に限って申請が可能です。 

 i. 研究活動（Research） 

 ii. ESD 登録企業でのトレーニング（トレーナーまたはトレイニーとして、かつ技術系研修に限る） 

 iii. 技術専門家としての活動（Technical Expert） 

 

 有効期間と更新について 

 PVP の有効期間は、初回６か月以内で１回の更新が認められ、最大 12 か月であり、それ以上の更新（延⾧）

は認められていません。 

 

 個人所得税に関する確認 

PVP 取得者は、個人所得税の取り扱いについて事前に確認しておく必要があります。具体的には、日馬間の租

税条約に基づく納税免除の適用可否や、マレーシアでの申告の必要性などですが、ケースにより対応が異なる場

合がありますので、必要に応じてマレーシアおよび日本の専門家へ事前にご相談されることをお薦めいたします。 

  

以上 
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Fair Consulting Malaysia Sdn. Bhd. 

Suite 2B-2-1, Level 2, Tower 2B, Plaza Sentral, Jalan Stesen Sentral 5, 

50470 Kuala Lumpur, Malaysia   

TEL:+ 60 3 2742 7790 

松本 健太朗（日本国公認会計士）ke.matsumoto@faircongrp.com  

池田 莉菜 (日本国公認会計士) ri.ikeda@faircongrp.com 

石井 大輔 (日本国公認会計士) da.ishii@faircongrp.com 

YouTube で動画公開しています。 

https://youtu.be/5aIfxofcfrU 

https://youtu.be/jSdnxYrhBrE 

  

 

 
【本ニュースレターおよび、弊社サービス全般に関するお問い合わせ先】 

株式会社フェアコンサルティング https://www.faircongrp.com/  

〒104-0045 東京都中央区築地一丁目 12-22 コンワビル 7 階 

TEL:+81-3-3541-6863 

Global RM 部 grm@faircongrp.com 

YouTube チャンネルでも、情報発信しています。チャンネル登録もお願いいたします。

https://www.youtube.com/c/FairConsultingGroup    

 

 

 

 

 

 

 
 

「FCGニュースレター 東南アジア・インド・オセアニア」の内容の無断での転載、再配信、掲示板の掲載等はお断りいたします。 

「FCGニュースレター東南アジア・インド・オセアニア」で提供している情報は、ご利用される方のご判断・責任においてご使用ください。 

フェアコンサルティンググループでは、できる限り正確な情報の提供を心掛けておりますが、「FCGニュースレター東南アジア・インド・オセアニア」で提供し

た内容に関連して、ご利用される方が不利益等を被る事態が生じたとしても、フェアコンサルティンググループ及び執筆者は一切の責任を負いかねます

ので、ご了承ください。 

新興国の会計業務で陥りやすいリスクとグローバルアウトソーシング 

https://youtu.be/Qs4lTYipokM 

【2025 年度版】フェアコンサルティングのご紹介【日本発の会計事務所系

グローバルコンサル】 

https://youtu.be/Howt0CMVSxY 


